
【承認日：令和２年７月３１日】 

【直近の軽微変更：令和４年１０月１日】 

調査計画全文 

１ 調査の名称 

 産業連関構造調査（鉱工業投入調査） 

２ 調査の目的 

 鉱工業部門の投入構造（主として主要工業製品の原価構成）を明らかにし、産業連関表作成（投入

構造推計）の基礎資料とすることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 

 全 国 

（２）属性的範囲 

 日本標準産業分類の大分類Ｃ－鉱業，採石業，砂利採取業、Ｅ－製造業のうち、経済産業省が所

管する主要製品を生産する事業所及び産業連関表における再生資源回収・加工処理部門に該当する

活動を行う事業所 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）数 

 約16,000事業所（母集団数：約36万事業所） 

（２）選定の方法（□全数 □無作為抽出 ■有意抽出） 

 工業統計調査、経済産業省生産動態統計調査及び経済センサス‐活動調査の個票データから、調

査対象品目ごとに出荷額規模の大きい事業所の順に出荷額の約70％をカバーする事業所を抽出 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

 企業・事業所名及び所在地、売上実績、直接材料費内訳、売上原価、販売費及び一般管理費の内

訳、包装材料費内訳、消耗品・備品の内訳、屑・副産物の自社内再利用・売却実績、製造工程 

 （詳細は調査票参照） 

（２）基準となる期日又は期間 

 令和元年暦年 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 

 経済産業省 － 民間事業者 － 報告者 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（       ）） 



   民間事業者への委託業務：関係用品印刷、封入、発送、調査票の回収、審査、記入内容照会、督促 

   オンライン調査は、経済産業省ホームページ上に掲載した調査票様式をダウンロードし、メールに

て提出する方法により行う。なお、調査票様式についてはパスワードを設定する等のセキュリテ

ィ対策を行う。 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

 原則５年（産業連関表作成対象年に実施） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

 令和２年９月～11月 

８ 集計事項 

 別添集計事項様式による。 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法 

 インターネット（e-Stat及び経済産業省ホームページ）により公表する。 

（２）公表の期日 

令和３年10月 

10 使用する統計基準 

 調査対象の範囲の画定に当たっては、日本標準産業分類による。ただし、結果の表章に当たって

は、本調査が産業連関表作成のための基礎資料として鉱工業部門の投入構造を明らかにすることを目

的としているため、産業連関表の部門別に表章を行い、日本標準産業分類は使用しない。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

関係書類の保存期間及び保存責任者は、次のとおりとする。 

（１）調査票情報の保存期間 

  ・記入済調査票：1年保存 

  ・調査票の内容を記録した電磁的記録：常用 

（２）保存責任者 

経済産業省大臣官房調査統計グループ経済解析室長 
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整理番号 事業所番号

令和２年産業連関構造調査（鉱工業投入調査） 

鉱工業投入調査票 
この調査は、統計法に基づく一般統計調査です。 

☆この調査により報告された記入内容は、統計法により秘密が保護されます。

☆この調査票は、統計以外の目的に使用することは絶対にありません。

☆産業連関構造調査（鉱工業投入調査）とは？

産業連関表（次頁参照）は、国内経済において一定期間（通常１年間）に行われた財・サービスの産業

間取引を一つの行列（マトリックス）に示した統計表です。例えば、自動車 生産活動によってタイヤや

ガラス、鉄鋼製品などの様々な原材料が必要であり、また、その生産活動によ て企業や事業所で生み出

された価値（付加価値）が発生します。産業連関表では、自動車産業をはじめと る全ての産業が購入し

た原材料や事業所等で発生した付加価値を産業別に掲載しています

しかしながら、産業連関表を作成するためには、既存の統計情報 経済センサス－活動調査や工業統計

調査等）だけでは不十分であり、特に産業連関表を作成する上 極めて 要となる商品ごとの費用構成を

把握するために本調査を実施しております。

☆本調査の目的

本調査は、貴事業所が生産する製品の直接材料費の内訳や 貴事業所の売上原価、販売費及び一般管理

費を調査するものです。本調査の結果は、産業連関表 おける費用構成（原材料投入額及び粗付加価値額）

の推計に使用されます。

・調査対象期間は平成 31 年１月～令 年 12 月 一年 （暦年又は 2019 年を最も多く含む決算期間

（12 ヶ月））です。

・金額は可能な限り消費税抜きで記入して ださい。

☆調査票は、 令和２年 11 月 30 日（月 までに提出してください。

企業の概要 

経 済 産 業 省 

企業名 事業所名（調査品目を生産している事業所の所在地） 

電 話 （内線：     ） 電 話 

秘 
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１.売上実績 

・ 貴事業所の平成 31 年１月～令和元年 12 月の一年間（暦年又は 2019 年を最も多く含む決算期間（12

ヶ月））の売上、売上原価及び直接材料費を、あらかじめ記載された調査品目、それ以外の計及び事業

所全体について記入してください。 

なお、記載の調査品目の直接材料費は「2.主な直接材料費内訳」の「合計」に、「計」の「売上」は「3.

売上原価、販売費及び一般管理費の内訳」の「9000」に、売上原価は「6000」に、「うち直接材料費」

は「2700」に、それぞれ一致します。 

・ 記載された調査品目の「売上」「売上原価」「うち直接材料費」欄については、仕入れて又は受け入れ

てそのまま販売するもの（転売品）は含めず、貴事業所において「生産」したもののみの実績を記入

してください。 

 

 

2.直接材料費内訳 

・ 「1.売上実績」に記載された調査品目に使用する主な直接材料費の内訳を金額（記入が困難な場合は構成

比）で記入して下さい。 

・ 直接材料費には、仕入れて又は受け入 てそのまま販売するもの（転売品）は含めずに記入してください。 

・ 合計については、「1 売上実績」 記載された調査品目の「うち直接材料費」に一致します。 

・ 構成比で記入す 場合は、直接材料費の合計が 100.0％となるように小数点以下第１位まで記入してくだ 

さい。 

・ 主に使用していると思われる材料（１０品目）をあらかじめ印字していますが、印字しているもの以外の 

直接材料は、p.5 の空欄に記入してください。 

・ 使用材料を数量でしか記入できない場合、金額欄にその数量と単位（ｔ、kg など）を記入してください。 

・ 直接材料費に占める割合が１％未満の使用材料については、使用材料名のみの記入で構いません。 

使用した材料に輸入品がある場合は、その比率を小数点以下第１位まで記入してください。 

 

－ 次ページに続きます － 
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その他（上記調査品目以外の計）

計（事業所全体＝調査品目＋その他）

消費税の扱い（どちらかを○で囲んでください） １．消費税抜 ２．消費税込み

調 査 品 目 名 調査品目コード 単位 数量

売 上 売上原価 うち直接材料費

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）
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【2. 直接材料費内訳 記入欄】 

 

 

 

 

 

 

コード 調査品目名
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1 0 0 . 0

使用した各材料

のうち、輸入品の

比率を％で記入

してください。

コード
使用材料名

（購入材料名）
使用材料の内容例示

金額（千円）

構成比(%)

合計（調査品目の直接材料費の計）
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【左記１０品目以外の直接材料費は以下の欄に記入してください。】 

 
・記入する使用材料名については、可能な限り別冊の「使用材料名一覧表」によってください。 

「使用材料名一覧表」では分からない場合は、一般的な名称で記入してください。 
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入してください。

SA
M
PL
E



6 
 

３. 売上原価、販売費及び一般管理費の内訳 

・貴事業所全体の売上原価、販売費及び一般管理費の内訳を金額で記入してください。 

・金額での記入が困難な場合は、6000「計（2700～5900）」の欄に金額を記入したうえで、構成比を小数点

以下第１位まで記入してください。 

・貴事業所で生産する製品全体についての売上原価、販売費及び一般管理費（貴事業所分）を記入してくだ

さい。 

・販売費及び一般管理費（本社分）については、「３．売上原価、販売費及び一般管理費の内訳（続き）」の 7500

「販売費及び一般管理費（本社分）」欄に記入してください。 

・「売上原価」「販売費及び一般管理費」別の記入が困難な場合は、売上原価欄に一括して計上しても構い

ません。 
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※1 2700

※2 2800

※3 2900

※4 3000

※5 3100

3200

※6 3300

3400

3500

※7 3600

※8 3700

※9 3800

※10 3900

4000

※11 4100

※12 4200

4300

※13 4400

4500

※14 4600

※15 4700

※16 4800

※17 4900

※18 5000

5100

※19 5200

※20 5300

※21 5400

※22 5500

※23 5900

※24 6000 計 （ 2700 ～ 5900 ） 1 0  0 . 0 1 0  0 . 0

そ の 他 の 経 費

直 接 材 料 費

燃 料 費

電 力 料

ガ ス 代

消 耗 品 ・ 備 品 費

金 額（千円）

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
項 目

貴 事 業 所 分 全 体
売 上 原 価

構成比(％)構成比(％)
金 額（千円）

ガ ソ リ ン ・ 軽 油 代

包 装 材 料 費

交 際

運 送 費

旅 費

福 利 厚 生 費

上下水道代（工業用水を除 く）

工 業 用 水 道 代

減 価 償 却 費

労 務 費 ／ 人 件 費

保 管 料

通 信 費

各 種 損 保 険 料

不 動 産 賃 借 料

リ ー ス レ ル 料

修 繕 費

印 刷 費

寄 付 金 ・ 分 担 金

広 告 ・ 宣 伝 費

租 税 公 課

派 遣 会 社 へ の 支 払 額

そ の 他 の 外 注 費

研 究 開 発 費

外 注 加 工 費
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（3. 売上原価、販売費及び一般管理費の項目の内容） 

･ 以下の説明は、p.6 および p.8 の記入欄の各項目に対応しています。 

 項目 説明事項 

※1 2700 直接材料費 
直接製造に使用し、消費したもの(製造原材料費)。なお、「1.売上実績」

の「計」の「うち直接材料費」欄に一致します。 

※2 2800 包装材料費 
製品の梱包などに消費した包装材料費。内訳を p.8 の「4.包装材料費

内訳」に記入してください。なお、他社へ委託した場合、「その他の

外注費」に記入してください。 

※3 2900 消耗品・備品費 
固定資本以外の消耗品・備品で、作業服、機械工具、文具などで、包

装材料を除く。 
※4 3000 ガソリン・軽油代 社用車、トラック等構内・外の運搬に係るガソリン・軽油等。 

※5 3100 燃料費 
製品を生産するに当たって消費した石炭、コークス、軽油、重油、等

の費用。 
※6 3300 ガス代 都市ガス・LPG。 
※7 3600 減価償却費 研究・開発分は「4900 研究開発費」に含めてください。 

※8 3700 労務費／人件費 
従業者の給料・手当・賞与・退職金(除：引 金)、臨時雇用経費、現

物給与、通勤交通費。ただし、研究・開 分は「4900 研究開発費」

に含めてください。 
※9 3800 旅費 出張・赴任費用 
※10 3900 福利厚生費 福利施設負担額、施設維持費、健康管理 等。（法定福利費は除く。） 

※11 4100 運送費 

他社に委託した商品の販売に係る運賃、工場内での運送費、原材料の

引取運賃、廃棄物運搬費 自ら行っているもの つ ては、それぞれ

の項目（燃料費、労務費、 ース・レンタル料など）に含めてくださ

い。 

※12 4200 修繕費 
他社に委託した機械及 建物修繕費。自 行っているものについて

は、それぞれ 項目（消 品・備品 ど）に含めてください。 
※13 4400 不動産賃借料 福利厚生施 以外の不動産賃借料。 
※14 4600 保管料 原材料 製品、商品の保管料や倉庫代。 

※15 4700 通信費 電話、 代、デ タ通信費等。 

※16 4800 印刷費 印刷業者への 払い。 

※17 4900 研究開発費 研究・開発に係 材料費、労務費及び減価償却費。 

※18 5000 外注加工費 
加工業者へ支払った加工費（供給した材料費は直接材料費に含めてく

だ い）。 

※19 5200 その他の外注費 
情報 ービス、法務、会計、設計、測量、建物清掃、保守、機械の運

転、市場調査、検査サービス業等への支払い。 

※20 5300 広告・宣伝費 展 用の自家使用はその他の欄に計上。 

※21 5400 租税公課 
法人税、住民税及び事業税以外の経費扱いとされる租税及び公課負担

金。 

※22 5500 寄付 ・分担金 経済団体・同業者組合・政治団体等への寄付金・分担金。 

※23 5900 その他の経費 

2700 から 5500 のどの項目にも属さない費用、消費税を除く内国消費

税等。なお、本調査票の各金額を消費税込みで記入した場合は純納税

額(直接輸出等による還付分を除いた納税額)をここに含めてくださ

い。 

※24 6000 計（2700～5900） 
2700 から 5900 の合計を記入して下さい。なお、「売上原価」列の合

計は、「1.売上実績」の「計」の「売上原価」欄に一致します。 

※25 7000 
6000 の「売上原価」と「販売費

及び一般管理費（貴事業所分）」

の合計 

6000 の「売上原価」列の金額と「販売費及び一般管理費」列の合計

金額を記入して下さい。 

※26 7500 販売費及び一般管理費(本社分) 
本社及び独立した研究所等の販売費及び一般管理費のうち、貴事業所

分に相当する経費を推計するなどにより記入してください。 

※27 8000 営業利益等 営業利益等 

※28 9000 売上（7000 + 7500+ 8000） 
事業所全体の売上。なお、「1.売上実績」の「計」の「売上」欄に一

致します。 

  

SA
M
PL
E





9 
 

6.屑・副産物の自社内再利用・売却実績 

・屑・副産物の自社内再利用・売却実績があれば品目ごとに記入してください。 

なお、生産過程で出た屑・副産物のみ記入し、空缶、空瓶等の生産過程以外から出た屑については含

めないでください。 

 
 

7.製造工程  

・「1.売上実績」に記載されている調査品 につ て、「2.直接材料費内訳」に記入された材料の投入フロ

ーを把握するため、製造工程の記入をお願 します。 

・具体的な記入は、別添の「記入例 を参考にしてください。 

・本調査項目に該当する情報が、貴社ホ ページ等で紹介されている場合は、当該箇所の貼付け等でも

構いません（そのアドレス等をご紹介ください）。また、貴社パンフレット等に掲載されている場合は、

それを添付して ただいても構いません。 

ご協力ありがとうございました。 
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○上記以外の屑・副産物については、下記の「その他の屑・副産物品目例示一覧」を参考に記 してください。

○「その他の屑・副産物品目例示一覧」

項 目 単位
自社内再利用

数量
売却数量

売却金額（千円）

合 計

紙 く ず （ 古 紙 含 ） ｔ

鉄 屑 ｔ

非 鉄 金 属 屑 ｔ

プ ラ ス チ ッ ク 屑 ｔ

ガ ラ ス 屑 ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

K006 燃えがら、K007スラッジ、K008 廃油、K009 廃アルカリ、K010 廃酸、K01  くず、K012 繊 くず、K013 陶磁器くず、K014 コンクリートくず、
K015 鉱さい、K016 硫黄、K017 硫安、K018 塩安、K019 珪酸石灰、K020 LPG

ｔ

ｔ

SA
M
PL
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別 添

１．品目別平均費用構成

金額(参考)※ 金額(参考)※ 金額(参考)※ 金額(参考)※
2700 直接材料費 0.XXXXXX XXX,XXX 0.XXXXXX XXX,XXX 0.XXXXXX XXX,XXX 0.XXXXXX XXX,XXX
2800 包装材料費

  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・ ～
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
  ・・・ ・・・
5900 その他の経費
8000 営業利益等
9000 売上計 1.000000 X,XXX,XXX 1.000000 X,XXX,XXX 1.000000 X,XXX,XXX 1.000000 X,XXX,XXX

※注） 本調査は、各品目を生産するすべての事業者を対象としていないため、売上計の金額は各種統計調査の集計結果とは乖離している場合がある。
本調査は、費用構成（本表における構成比）を得ることを目的としており、金額については参考値として掲載しているため、扱いには留意されたい。

他に分類されない製造工業製品

鉱 工 業 投 入調 査 公 表 様 式

構成比 構成比 構成比 構成比

鉱 業 繊 維 品 木材・木製品項目
ｺｰﾄﾞ

調査品
目

項目

※実際の公表にあたっては、回収率等の状況により、特定の
事業者が特定できないように、秘匿処理及び集計区分の集
約等行ったうえで公表する場合がある。



２．品目別平均使用材料費構成

金額(参考)※
うち輸入品

使用額(参考)※
金額(参考)※

うち輸入品
使用額(参考)※

金額(参考)※
うち輸入品
使用額(参

考)※
0.XXXXXX XXX,XXX 0.XXXXXX X,XXX 0.XXXXXX XXX,XXX 0.XXXXXX X,XXX 0.XXXXXX XXX,XXX 0.XXXXXX X,XXX

農林水産品

金属鉱物

石炭・原油・天然ガス

食料品

繊維工業製品

衣服・繊維既製品

製材・木製品

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・ ～

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

半導体素子・集積回路

その他の電子部品

自動車部品・同付属品

その他の製造工業製品

直接材料費合計 1.000000 X,XXX,XXX 0.XXXXXX XX,XXX 1.000000 X,XXX,XXX 0.XXXXXX XX,XXX 1.000000 X,XXX,XXX 0.XXXXXX XX,XXX

※注）本調査は各品目の生産に要する材料費構成（本表における構成比）を得ることを目的としており、金額については参考値として掲載しているため、扱いには留意されたい。

うち輸入品
使用率

構成比
うち輸入品

使用率

調査品
目

直接材料費

鉱 業 繊 維 品 他に分類されない製造工業製品

構成比
うち輸入品

使用率
構成比



 ３．品目別 屑・副産物の自社内再利用・売却実績

K001 K002 K003 K020

数量（ｔ） 金 額 数量（ｔ） 金 額 数量（ｔ） 金 額 数量（ｔ） 金 額

鉱 業 XXX XXX XXX XXX XXX XXX XXX XXX XXX XXX XXX XXX

繊 維 品

木材・木製品

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷・同関連品

化学工業製品

石油・石炭製品

・・・

・・・

・・・

・・・ ～

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

電子部品・デバイス

電気機械器具

情報通信機械器具

輸送用機械器具

その他の製造工業製品 XXX XXX XXX XXX XXX XXX XXX XXX XXX XXX XXX XXX

自社内
再利用
数量（ｔ）

売 却
紙くず（古紙含）

売 却 自社内
再利用
数量（ｔ）

鉄 屑

自社内
再利用
数量（ｔ）

非  鉄  金  属  屑

項
目

調査品目

自社内
再利用
数量（ｔ）

売 却
Ｌ Ｐ Ｇ

売 却



令和２年産業連関構造調査（鉱工業投入調査）の必要性 

 

 

１．令和２年産業連関構造調査（鉱工業投入調査）の目的・必要性 

本調査は、令和２年(2020 年)産業連関表（総務省など関係 10 府省庁で作成）作成のために実施

するものであり、主として主要工業製品の原価構成を把握し、投入構造推計の基礎資料を得ること

を目的とする。 

製品ごとの詳細な投入構造は、既存の各種統計調査資料では得られないため、昭和40年以降、産

業連関表作成の都度、概ね５年ごとに毎回調査を実施している。 




